
計画対象期間 平成23年12月～29年３月（５年４か月）

①周期調査

・以下の調査について、表示事項の見直しを行うこととする。

　24年６月を目途に見直し
　　19年全国物価統計調査
　　20年住宅・土地統計調査
　　21年全国消費実態調査
　　21年経済センサス-基礎調査
　　22年国勢調査

　24年６月及び結果公表時を目途に見直し
　　23年社会生活基本調査
　　24年経済センサス-活動調査
　　地域メッシュ統計

　調査実施年の調査実施時及び結果公表時を目途に見直し
　　24年就業構造基本調査
　　25年住宅・土地統計調査
　　26年全国消費実態調査
　　26年経済センサス-基礎調査
　　27年国勢調査
　　28年社会生活基本調査（結果公表時の見直しは、29年４月以降の見込み）

②年次・月次
　・四半期

・表示事項の見直しは、原則３年ごとに、年報又は年度報公表を目途に行い、大きな
変更がある場合は、その都度行う。最初の見直しの期日は次のとおりとする。

　24年６月を目途に見直し
　　労働力調査
　　家計調査
　　科学技術研究調査
　　サービス産業動向調査
　　家計消費状況調査
　　消費者物価指数
　　住民基本台帳人口移動報告
　　社会・人口統計体系
　　小売物価統計調査
　　人口推計

　24年７月を目途に見直し
　　個人企業経済調査

③その他 なし

備　　考

注：本計画は概ね５年を目安として作成する。

品質表示実施計画（平成23年度～平成28年度）


